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要　　　旨　　  フランス政府が 2011 年 6 月 1 日に国民議会に提出した「消費者の権利・保護・情報を強化する
法律」案は、本稿が書かれた同年 11 月 30 日現在、国民議会の第 1 読会を経て（10 月 11 日採決）、
Sénat の第 1 読会での審議が行われている 1） 。
　本稿（2）（本号）では、現在の議会での審議経過、特に国民議会第 1 読会においてなされた修
正の概要の紹介及び、参考として政府提出法律案の試訳を提示する。なお、Sénat 第 1 読会以降
の修正案の内容紹介、その評価は（3）以降に行う。
キーワード　　　消費者の権利、国民議会第 1 読会、Sénat 第 1 読会
Ⅲ　議会の審議
　本稿（2）が書かれた 2011 年 11 月 30 日現在、
「消費者の権利・保護・情報を強化する法律」案
は、国民議会の第 1 読会を経て（10 月 11 日採決）、






（n° 3508）は、2011 年 6 月 1 日に国民議会に提
出され、経済委員会に付託された。同委員会では、
報告者として M. Daniel Fasquelle 議員が指名さ
れ、いくつかの修正を盛り込んだ報告（n° 3632）
が 7 月 6 日に提出された。








のため 3）、商法典第 3 編第 4 章の名称の「食品流
通網」への変更、更新 2 ヶ月前での提携合意文書
の利用者への交付（による合意内容検討の期間の
付与）（商法典 L.349–3 条 1 項修正）、提携合意
の黙示更新の手続規制（同 L.340–2 条 2 項に挿入）
　不動産分野（2 条関係）：共同賃貸借における




　電気通信分野（3 条、3 条の 2、5 条の 2A 関
係）：最低契約期間の合意に関する形式（消費法






　エネルギー分野（4 条の 2 関係）：石油液化ガ
ス供給契約への拡張（消費法典 L.121–99 条～
121–108 条新設）



















6、10 条の 7、10 条の 10 関係）：消費者契約にお
ける濫用的条項使用に対する課徴金創設（消費法
典 L.132–3 条新設）、DGCCRF の嘱託予審判事の
受入れ（同 L.215–1 条 3 項新設）、被検査人の身
分証の確認権限（同 L.215–3 条に挿入）、原子力
安全当局及び放射線防護・原子力安全機関への
製品規格・安全情報の提出（同 L. 215–3–1 条）、
消費者代表の各種行政委員への選任手続




　（2）Sénat 第 1 読会
　2011 年 10 月 11 日、国民議会第 1 読会で採決、
送付された法案（n° 12）4）が Sénat に提出され、
同経済・持続的発展・国土整備委員会に送付され













　商法典第 3 編第 3 章の後、次のように起草され
た第 4 章が挿入される；
第 4 章　配送網
　L.340–1 条 1 項 「提携合意は、自然人または私
法上の法人の間で締結される、第 1 編第 2 章第 5




























　L.340–2 条 「L.340–1 条に定められる提携合意
は、事業者が少なくとも、L.430 条 2 項の意味に
おける、セルフサービスで、税抜き、燃料費抜き





　L.340–3 条 1 項 「L.340–2 条第 1 文に予定され

























かなる契約も、L.340–1 条 3 項最終文に記載され
る最終期間を超えて、効果を生じ得ない。」

























る性質の契約は、2014 年 1 月 1 日より前に、本
章により定められた条件において締結される、提
携合意により置き換えられなければならない。」
　3 項 「2014 年 1 月 1 日より、本章に定められる
規則を遵守した、提携合意の締結がない場合、各
当事者は、以前に締結された合意、条項又は契約





第 2 条 1 項
　借家関係の改良及び 1986 年 12 月 23 日 86–1290
号法律の修正に関する 1989 年 7 月 6 日 89–462 号








第 2 条 2 項
　借家関係の改良及び 1986 年 12 月 23 日 86–1290
号法律の修正に関する 1989 年 7 月 6 日 89–462 号
法律40条第1～3項の第1文につき、「22条第1文」
の語は削除される。
第 2 条 3 項
　貸主と借家人又は事業用住居の占有者の関係に
関する立法の修正及び編纂、及び、住宅手当創設
に関する 1948 年 9 月 1 日 n°48–1360 法律 75 条
は廃止される。
第 2 条 4 項
　建築居住法典 L.442–6 条 1 項につき、「75 条第
1 文ないし第 3 文」の語は削除される。
第 2 条 5 項
　1°　借家関係の改良及び 1986 年 12 月 23 日
86–1290 号法律の修正に関する 1989 年 7 月 6 日






















から 6 ヶ月以内に、なされなければならない。」; 


























第 2 条 6 項
　不動産及び営業財産に関する一定の取引に関す
る活動への従事の条件を規制する 1970 年 1 月 2





第 2 条 7 項
　不動産及び営業財産に関する一定の取引に関す
る活動への従事の条件を規制する 1970 年 1 月 2





第 2 条 8 項
　A.　社会活動家族法典は次のように修正される：





L.313–1–3 条「 契 約 及 び 受 容 手 帳 に 関 す る
L.313–1–2 条第 4 文の規定、及び、同条適用の
ための規定の違反は、消費法典 L.141–1 条 7 項
に定められた方式及び手続きに従い自然人に対し
ては 3000 €、法人に対しては 1 万 5000 €を超えな
い額の課徴金が課せられる。」;













る L. 347–3 条が挿入される。 : 
　L. 347–3 条 「L.347–1 条及び同条適用のための
規定の違反は、消費法典 L.141–1 条 7 項に定め
られた方式及び手続きに従い、自然人に対しては








郵便電気通信法典 L.32 条 6°の意味でのあらゆる
電気通信事業者に拡張される。」 ;





第 3 条 2 項
　同法典 L. 121–84–1 条第 2 文の「前述の L. 32
条 6°の意味での電気通信の」の語は、削除される。
第 3 条 3 項




第 3 条 4 項
　同法典 L. 121–84–6 条は次のように修正される : 


















第 3 条 5 項














第 3 条 6 項
　同法典 L. 121–84–10 条の後に、次のように起
草される、L. 121–84–11 条、L. 121–84–12 条、L. 
121–84–13条及びL. 121–84–14条が付加される。: 


























































第 3 条 7 項
　同法典 L. 121–83 条、L. 121–84–1 条、L. 121–
84–3 条、L. 121–84–5 条、L. 121–84–6 条及び L. 
121–84–7 条の「電気通信法典 L.32 条 6°の意味に
おける電気通信」の語は削除される。
第 3 条 8 項
　A.　e は L. 121–83 条、L. 121–84–4 条及び L. 
121–84–7条、L. 121–84–11条2°及び3°、そしてL. 
121–84–12 条及び L. 121–84–13 条は、本法から
生じた起草において、本法の効力発生日に通用す
る契約に適用される。





第 4 条 1 項
　消費法典は次のように修正される。 :
　1°　L. 121–87 条 14°は「及び締めの請求書作
成」の語により補完される。;
　2°　L. 121–88 条 4°の「署名された」の語の後
に、「供給者により与えられる、個人料金相談援助」
の語が挿入される。
　3°　L. 121–91 条第 2 文の「天然ガス及び電気」
の語は、「電気又は天然ガス」の語に置き換えら
れる。;




た L. 121–91–1 条が挿入される。:



















第 4 条 2 項
　本条の規定は、3°を除いて、本法の公布から 6 ヶ
月目以降に効力を生ずる。本法から生じた起草に














る、公衆保健法典 L. 5211–1 条に定められた医療
措置に適用されない。」
第 6 条 2 項
　A.　公衆保健法典 L. 4362–9 条の後に、次のよ
うに起草される L. 4362–9–1 条が挿入される。：
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第 6 条 3 項
　保険法典は次のように修正される。:
　1 °　L. 113–12 条 第 2 文、 第 2・3 の 語 句 は、
次の「被保険者に提供された一定のリスクに対す









典 L. 911–1 条の規定又は本法典 L. 144–1 条 1°の
範囲内で締結された以外の、任意加入の団体医療
保険に適用される。」
第 6 条 4 項
　共済法典 L. 221–10–1 条第 1 文の「非職業人
と性質決定される個人取引に関する黙示の更新で
の加入に関して」の語の後に、「及び社会保障法






第 7 条 1 項
　消費法典は次のように修正される。：
　1°　L. 115–1 条の後に、次のように起草され
た L. 115–1–1 条が挿入される。: 








た L. 115–2–1 条が挿入される。: 









　3°　L. 115–3 条の「L. 115–2 条に定められた




　4°　L. 115–4 条は、次の規定に置き換えられる。: 




　5°　L. 115–16 条 3° 、4°の「原産地表示」の語
の後に、「又は地理的指示の」の語が挿入される。; 




　7°　L. 115–16 条 7°の「原産地表示」の語の後
に、「又は地理的指示の」の語が、「表示の評判」 
の後に、「指示の」の語が挿入される。
第 7 条 2 項
　知的財産権法は次のように修正される。:
　1°　L. 721–1 条は次の規定に置き換えられる。: 
L. 721–1 条 「原産地表示及び地理的指示の決定に
関する規定は、消費法典 L. 115–1 条及び L. 115 
–1–1 条により定められる。」 ;
　2°　L. 722–1 条は次の規定に置き換えられる。: 
　a）原産地表示及び地理的指示は、消費法典 L. 
115–1 条及び L. 115–1–1 条に定められる。
第 8 条 1 項








宣告される、消費法典 L.141–1 条 7 項に定められた









211–1 条に記載された契約に関する L. 211–4 条
以下に定められた法定適合保証に関する情報、並
びに、場合によっては、それぞれ L. 211–15 条及

















に、場合によっては、それぞれ L. 211–15 条及び
L. 211–19 条以下の対象となる商業保証と売買後
サービス給付に関する情報。」
第 8 条 4 項
　消費法典 L. 121–20–1 条の 2 番目の語句及び L. 
121–20–3 条第 2 文の「に関する利益の」の語の
後に、「二重に」の語が挿入される。
第 8 条 5 項
　消費法典 L. 121–20–3 条は次のように起草さ
れる一文により補完される。:
　「商法典 L. 132–8 条違反につき、運送業者の支
払の直接訴権は、商品運送が L. 121–16 条に記載
された通信販売契約に由来するとき、消費者に対
してなすことはできない。」 
第 8 条 6 項
　消費法典 L. 121–96 条の後に、次のように起草
された第 14 節が挿入される。:
　第 14 節 「引越し以外の運送契約」






第 8 条 7 項
　「第 2・3 項に定められた規定は、本法公布の日
から 4 ヶ月経過した日に効力を生ずる。」
第 9 条 1 項
　消費法典 L. 113–3条は次のように修正される。:
　1°　第 1 文の「価格」の語の後に、「存在、そ










いし 1649 条、2232 条に定められた条件において
売買物の瑕疵に関する情報を含む。一般条件は、
全面的にかつ明らかな形で、本法典 L. 211–4 条、L. 
211–5 条及び L. 211–12 条、そして民法典 1641






第 9 条 2 項







第 9 条 3 項
　「1 項の規定は、本法の公布から 4 ヶ月経過し
た日に効力を生ずる。」
第 10 条 1 項
　消費法典 L. 111–3 条の後に、次のように起草
される L. 111–3–1 条が挿入される。:
　L.111–3–1 条 「L. 111–1 条 及 び L. 111–2 条
に定められた規定の違反は、自然人に対しては
3000 €、法人に対しては 1 万 5000 €を超えない額
の課徴金が課せられる。」
第 10 条 2 項
　同法典 L. 113–3 条の後に、次のように起草さ
れる L. 113–3–1 条が挿入される。 :
　L. 113–3–1 条 「L. 113–3 条及びその適用に対
して採られる条文の違反は、自然人に対しては
3000 €、法人に対しては 1 万 5000 €を超えない額
の課徴金が課せられる。」
第 10 条 3 項
　同法典は次のように修正される。:




5000 €、法人に対しては 2 万 5000 €を超えない額
の課徴金が課せられる。」; 
　2°　L. 121–15–3 条第 2 文は次の規定により置
き換えられる。:
　「L. 121–15–1 条及び L. 121–15–2 条の規定の違
反は、自然人に対しては 3000 €、法人に対しては
1 万 5000 €を超えない額の課徴金が課せられる。」
第 10 条 4 項




第 10 条 5 項
　同法典 L. 132–1 条の後に、次のように起草さ
れる L. 132–1–1 条が挿入される。:




定された小審裁判所は、L. 141–1 条第 6 項及び L. 
421–6 条に根拠を置く違法又は濫用的な条項の削
除をもたらす訴権を認める。」
第 10 条 6 項
　同法典 L. 141–1 条は次のように修正される。:
　1°　第 1 項の「L. 450–8 条、L. 470–1 条及び L. 
470–5 条」の語は、「及び L. 450–8 条」の語に置
き換えられる。;
　2°　2 項 1°の「第 3 章」の語は、「第 1 及び第 3 章」
の語に置き換えられる。;
　3°　第 3 項は次の規定により補完される。:
　「6°　建築不動産の共有状態を定める 1965 年 7
月 10 日 65–557 号法律 18 条ないし 18–2 条 ;
　7°　受容契約及び手帳については、社会活動家
族法典 L. 311–4 条ないし L. 311–9 条 ;










1 万 5000 €と同等の課徴金により定められた金額
と同等の金額により、制裁を受けるとき、自然人
につき 1500 €及び法人につき 7500 € ; 
　2°　差止め措置が正当化された違犯もしくは違
反が、軽罪の刑又は、自然人につき 3000 €及び法
人につき 1 万 5000 €を超える金額の課徴金を課さ
れるとき、自然人につき 3000 €及び法人につき 1
万 5000 € ; 」























　6°　第 2 項は、次のように起草される第 7 ない
し 9 項が付加される。:
　7 項 「競争・消費担当の行政機関は、第 1 ない
し 3 項の対象とされる規定並びに、社会活動家族
法典 L. 313–1–3 条及び L. 347–3 条及び郵便電気
通信法典 L. 34–5 条に定められた規定の違反に課
す課徴金を宣告するための権限ある当局である。



















　8 項 「職権行使において、商法典 L. 450–1 条第
2 項に記載された官吏は、情報、ファイル及び自










第 10 条 7 項








第 10 条 8 項
















これら企業の信頼ある監督に関する 2009 年 9 月
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